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本日のアジェンダ

1.2022年度業績及び2023年度計画について
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2022年度業績及び
2023年度計画について

株式会社東京個別指導学院
取締役 堤威晴
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2022年度
通期（連結）

2021年度
通期（連結）

前年増減額 前年増減率

売上高 21,790 22,495 -705 -3.1%

売上原価 13,975 14,229 -253 -1.8%

売上高原価率 64.1% 63.3% 0.8pt -

売上総利益 7,814 8,265 -451 -5.5%

売上高総利益率 35.9% 36.7% -0.8pt -

販売費及び一般管理費 5,989 5,869 120 2.1%

売上高販管費率 27.5% 26.1% 1.4pt -

営業利益 1,824 2,396 -571 -23.9%

売上高営業利益率 8.4% 10.7% -2.3pt -

親会社株主に帰属する
当期純利益

1,249 1,578 -328 -20.8%

2022年度通期 連結P/L
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（百万円）

2022年度通期決算について



高校生在籍の減少により昨年度を下回る
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（名）

高校生

2022年度期中平均在籍生徒数の推移について

※個別指導部門の在籍生徒数

中学生

小学生

（49.9％）

2022年度期中平均在籍数（前年比）：高校生94.6%/中学生99.5%/小学生102.6%

（36.5％）

（13.6％）

前年比

97.4%

【期中平均生徒数（学生区分別）】
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回復傾向にあったが、第4四半期に再び鈍化
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入会者数の推移について

※個別指導部門のみの入会者数

【四半期別入会者数推移】
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減収による影響を費用見直しするも減益
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2022年度第通期営業利益について

（百万円）

【22年度通期 対前年収益増減分析】
前年比

76.1%



通期で3校開校し、全269教室に

7

拠点開発について

2022年度 開校教室
（2/28時点）

池上教室（東京都）
2022年6月

神楽坂教室（東京都）
2022年6月

海老名教室（神奈川県）
2022年10月

神楽坂教室



難関大学合格実績は、昨年を超え過去最高
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2023年度大学受験合格実績について
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23年度(連結)
予想

22年度(連結)
実績

増減額 増減率

売上高 22,164 21,790 373 1.7%

営業利益 1,464 1,824 -360 -19.8%

売上高営業利益率 6.6% 8.4% -1.8pt -

経常利益 1,465 1,834 -369 -20.1%

親会社株主に帰属する
当期純利益

916 1,249 -333 -26.7%

売上高当期純利益率 4.1% 5.7% -1.6pt -

EPS 16.88 23.02 -6.14 -
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（百万円）

2023年度通期業績予想について

課題解決に向けた投資を背景に増収減益を予定



2023年5月より授業料を改定
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料金改定について

変化の激しい教育環境への対応を行い、
お客様満足度の更なる向上を見据えて

主に人的資本への投資原資の確保を目的に
授業料を7％程度見直しました
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2023年度の固定費について

回復への課題となる教務・マーケティング改革の人財確保、
および教室現場における人財リソース投資を予定

（百万円）
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2023年度に解決すべき課題について

課題解決に向けてグループ連携を強化

1
Web領域を中心としたマーケテイング改革の実行
ベネッセグループが持つ知見を活かし、問合せ回復を急ぐ

2
教務コンテンツの開発・仕組み化
グループアセットを使い、大学受験における年内入試コンテンツ開発
中学受験市場攻略に向けて教務の仕組みをグループ共同開発

3
グループ連携の強化を目的とした経営体制の強化
取締役の異動を含めた人的交流の活性化



13

中期経営計画発表の延期について

中期経営計画公表を見送り

VISION2030の実現を見据えて、

“大学生講師と共に創る価値共創の

仕組み“に、ベネッセグループの

アセットを組み合わせることで

更なる強みを開発してまいります。

ベネッセグループの多様なアセットを活用した業務改革の
効果検証を行っております。この検証結果をもとに事業投資計画を

改めて策定し、中期経営計画としたいと考えております。



2019年度 2020年度 2021年度 2022年度
2023年度
（予想）

年間配当金 26円 26円 26円 *23円 16円

配当性向(連結) 74.4% 557.8% 89.4% *99.9% 94.8%

（中間配当金） 13円 13円 13円 13円 8円

（期末配当金） 13円 13円 13円 *10円 8円
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株主還元施策について

将来の事業投資や財務健全性を考慮しつつ、
還元方針にもとづいた配当を継続

*第40期定時
株主総会にて決定
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